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要旨 

経済活動のグローバル化が進む一方、環境・資源・人口上の制約が顕在化する中で、如何にしてイ

ノベーションを通じて社会的価値を創出・維持することができるか重要な課題となっている。日本の

イノベーション・システムにおける知識の創出・伝達・活用の構造分析によって得られる教訓は大き

い。多様な組織・個人の間に形成される複雑なネットワークが生み出す科学技術データ・情報・知識

の内容と、その生産・流通・活用に関わる制度が共進化しながら、システムの構造・機能をダイナミ

ックに変化させていく過程を分析し、将来に向けた制度設計とアクション・プランが求められている。

本研究では、日本において産学官を含めた行動主体間に発生する複雑なネットワークがイノベーショ

ンを創出していく際に、どのような科学技術的知識が生産され、その生産・流通・活用システムはど

のような相互作用を通じて、その構造・機能をダイナミックに変化させていくのか、知識内容と知識

生産の共進化の過程を分析する。科学技術を含めたデータ・情報の効果的・効率的な収集・分析・活

用に関わる新たな学術体系を構築していくことを目指して、科学、工学、社会科学、人文学において

蓄積されてきた知見を学融合的な観点から取り入れ、データ駆動型の学術的方法論の開発を行うとと

もに、社会におけるイノベーションの創出へ向けた制度のデザインとアクション・プランを提案する。 

 

 

背景 

近年 “Knowledge-Based Economy” と言われるよ

うに、社会・経済活動における知識に基づく活動の

重要性は飛躍的に高まっている(Foray and Lundvall, 
1996)。科学技術に関する知識の内容は急激に高度

化・専門化が進み、各学問分野の専門領域が細分化

する一方、社会における様々な問題は複雑化・不透

明化しつつあり、一つの組織が全体像を把握するこ

とはもはや不可能となっている。こうした状況の下

では、知識が各領域・組織内で閉じた形で独立に生

産される様式から、社会における行動主体が個別の

境界を越えて知識の創出・伝達・活用を共同して行

うことが重要となってきている。ネットワークを通

じて多様な主体が共創的に取り組むことにより、単

独では対処することが困難な複雑な問題に対して、

従来得られなかった有効解を発見し、イノベーショ

ンの創出につなげることができる可能性がある

(Freeman, 1991; Powell and Grodal, 2005)。企業活動に

おいては、知識生産のネットワーク化を基盤とした、

オープン・イノベーションの役割も重要視されるよ

うになってきている(Chesbrough, 2006)。伝統的に日

本企業では、組織内で人材を研究開発・製造・販売

など異なる部門間で移動させることによって知識

の共有を図ってきたといわれるが、組織内外との有

機的な連携を通じて、科学技術的知識をユーザーの

ニーズと組み合わせて新しい機能を生みだし、それ

を広く社会において活用していくというイノベー

ション・プロセスの全体を正確に理解することが求

められている(Branscomb, Kodama, and Florida, 1999)。 
イノベーション創出をプロセスとして考えた場

合、そのインプットとしての知識に関して、いくつ

か重要な性質が考えられる(Foray, 2004)。新しい知識

は発見もしくは発明から生み出されるが、他のモチ

ベ ー シ ョ ン に 基 づ い た 活 動 で も 、 学 習

（leaning-by-doing, learning-by-using）によって知識は

生み出されることが多いことが指摘される。また、
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知識創出の社会的な効果を大きくする性質として、

知識は部分的に公共財的な性質（非排除性及び非競

合性）を持っていること、知識は累積的であること、

そしてこうした性質から、知識の創出においては正

のフィードバックが働く可能性がある。一方、知識

の社会的な便益を実現するのを妨げる可能性があ

る特徴としては、知識は文脈依存性が高く持続性が

弱いこと、新しい知識は暗黙的で粘着性が高いこと、

さらに知識は分散して存在し、かつ互いに分断され

ていることが挙げられる。こうした知識の特徴は、

その生産・流通・活用を考える上で、人的・物理的・

金銭的インプットを扱う際とは異なる制度的な仕

組みを整える必要があることを示唆している。 
伝統的に、大学は技術者や研究者を教育し産業界

に供給するとともに、企業が問題解決のためにより

高度な知識が必要となった際に、この要請に答えら

れるような知識の豊かで良質なプールとして機能

することが期待されてきた(後藤, 2000)。日本におい

ても、明治以来大学はある程度こうした機能を果た

してきたと考えられるが、近年、日本企業の競争力

の低下に対する危機感を背景として、大学は産業界

でのイノベーションの元となるシーズを創出し、産

学が緊密な連携をすることによりイノベーション

を促進すべきであるとの主張がなされている。米国

では 1980 年にバイ・ドール法が成立して以来、過

去 20 年以上にわたる産学連携の経験に基づいて、

詳細な実証研究がなされつつあるが(Agrawal and 
Henderson, 2002; Cohen, Nelson, and Walsh, 2002; 
Mowery, Nelson, Sampat, and Ziedonis, 2004)、大学に

おける知識の生産・移転のメカニズムとして、特許

は必ずしも主要なものではないと指摘している。 
近年、知的財産権の強化の流れを背景として、大

学・公的機関においても特許の取得が重視されるよ

うになってきており、かつてのようにオープン・サ

イエンスの領域が確固としたものではなく、その役

割・存在意義が問われている(David, 2003)。しかし

ながら、大学における知識が産業界のイノベーショ

ンに与える影響として、科学論文のジャーナルでの

出版、公開されたコンファレンスなどにおける発表

といった非商業的なチャネルを通じた情報・知識の

流れが重要であるという研究結果は、知的財産権を

含めた制度の影響を慎重に検討しなければならな

いことを示唆している(Yarime, 2007b)。今後は、知

識の創出・流通・活用プロセスにおいて、「知識コ

モンズ」などのオープンな領域と各企業・組織など

の私的な領域の間で適切なバランスを取ることで、

知識の生産・流通に関わるアクターに対してインセ

ンティブを与えると同時に、長期的な観点から多

様・広範な領域における知識の利用による価値創造

を促していく必要がある。 
 

研究内容 

本研究では、日本において産学官を含めた行動主

体間に発生する複雑なネットワークがイノベーシ

ョンを創出していく際に、どのような科学技術的知

識が生産され、その生産・流通・活用システムはど

のような相互作用を通じて、その構造・機能をダイ

ナミックに変化させていくのか、知識内容と知識生

産の共進化の過程を分析する。具体的には、科学技

術研究に関するデータベースを活用して、共同研

究・科学論文・特許・実用化のネットワークを構築

しマクロ的な分析するとともに、大学・企業・公的

機関を含めたケース・スタディーを通じてミクロ・

レベルの情報収集を行い、企業戦略及び公共政策・

制度の観点から日米欧を含めた国際比較分析を行

う。イノベーション創出においてデータ・情報・知

識がどのような役割を果たしているのか検証し、ど

のようにして知識・情報インフラストラクチャを維

持・活用していくことが可能か、産業におけるベス

ト・プラクティスの実証的な分析を通じて検討を行

う。多様かつ膨大な知識を基盤として、ニーズとシ

ーズを効率的に結びつけ、イノベーションに有効に

創出していくための方向性を議論する。 
特に最近の科学技術の研究においては、飛躍的に

向上したコンピュータ・ネットワークの能力によっ

て情報・データの収集・活用が加速度的に進行し、

イノベーションを質的に変革しつつある。しかしな

がら、多様かつ膨大な量の科学技術に関する知識は

個別の領域・組織において互いに独立に生成・収

集・蓄積されつつあり、必ずしも組織・分野を跨い

だ形で知識が有効的に活用されているとは言い難

い(Maurer, 2006)。e-Science やCyberinfrastructure など

の新しい試みが行われる過程において、知識の生

産・流通・利用に関わる技術的・経済的・法律的な

課題が顕在化しつつある。異なった背景・役割を組

織の間での共有を可能とする、公共財的な知的基盤

としての知識インフラストラクチャを構築し、オー

プンなアクセスを保証することで共創的に活用す

る必要がある。本研究では、如何にして大量かつ多

様な知識の効果的・効率的な収集・流通・活用を行
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い、新たなイノベーション・システムを構築してい

くことができるか、学融合的な観点から展望を行う。

各セクターにおける知識の蓄積・管理・活用に関す

る状況について国際的な観点から分析を行い、イノ

ベーション創出に関する新しい学術的な方法論の

開発と、実行可能な制度のデザインとアクション・

プランを検討する。公共財としての科学技術的知識

の実効的かつ持続可能な活用には、知的財産権の保

護及び管理との適度なバランスを取り、知識の供給

者・利用者を含めたステーク・ホールダー間のイン

センティブの適合性を考慮した制度設計を行うこ

とで社会的便益を向上させることが可能となる。各

学問領域において蓄積されてきた知見を学融合的

に取り入れ、今後の科学技術パラダイムを学術的に

探求・深化することで、持続可能な産業・経済・社

会に向けたイノベーションの創成を目指す国際的

な研究拠点を形成していくことが期待される。 
本研究は、産学官を含めた多様なアクター間に発

生する複雑なネットワークが知識を生み出し、イノ

ベーションを創出するに際して、科学技術知識の生

産・流通・活用システムが制度と共進化しながらそ

の構造・機能をダイナミックに変化させていく過程

を分析する。具体的には、産学官などにおけるコラ

ボレーションに関するデータベースを活用して、共

同研究・科学論文・特許・実用化のネットワークを

構築しマクロ的な分析するとともに、大学・企業・

公的機関などのアクターにインタビューなどを通

じてミクロ・レベルの情報収集を行い、企業戦略及

び政策・制度設計の観点から分析を行う。マクロ・

レベルの定量分析とミクロ・レベルの具体的な情報

を組み合わせることにより、イノベーションの創出

において研究開発ネットワークがどのようなメカ

ニズムで形成され、制度との相互作用を通じて共進

化するのか、国際比較の観点から明らかにする。バ

イオ・IT・マテリアル分野などの先端科学分野にお

けるイノベーション全般を研究対象とし、大規模な

データベースを処理するための情報処理技術、統計

分析、可視化手法、質問表調査・聞き取り調査の開

発を含めて、一般的・包括的な視点からイノベーシ

ョン・システムの構造分析の方法論の確立を目指す。 
これまで、光触媒(馬場 and 鎗目, 2007)、鉛フリ

ーはんだ(鎗目 and 馬場, 2007)、塩素・ソーダ製造

技術(Yarime, 2007a)、ハイブリッド・燃料電池車

(Yarime, Shiroyama, and Kuroki, 2007)などの領域に関

して、イノベーション・プロセスのマクロ・ミクロ

の側面に関する定量的及び定性的な分析を行って

きており、知識の生産・流通・活用に関する新たな

構造分析の手法に関する可能性を見出している。特

に本研究領域においては、様々な個別技術に関する

知見が得られており、それらを包括的に分析するた

めのより一般的なモデル化が期待される。本研究で

は、産学官連携を含めた多様なアクター間に発生す

る複雑なネットワークが知識を生み出し、環境イノ

ベーションを創出するに際して、科学技術知識の生

産・流通・活用システムが制度と共進化しながらそ

の構造・機能をダイナミックに変化させていく過程

を分析する。具体的には、産学官などにおけるコラ

ボレーションに関するデータベースを活用して、共

同研究・科学論文・特許・実用化のネットワークを

構築しマクロ的な分析するとともに、大学・企業・

公的機関などのアクターにインタビューなどを通

じてミクロ・レベルの情報収集を行い、企業戦略及

び政策・制度設計の観点から日米欧を含めた国際比

較分析を行う。科学技術データベースを基にして、

イノベーション・プロセス全体の活動を時系列的に

検証し、組織間での共同活動に着目したネットワー

ク分析によって、その構造・機能・進化がどう異な

るのかをシステム的に分析する方法論を開発する。

同一の方法論を使い、各産業・国家におけるイノベ

ーション・システムのモデル化・相互比較を通じて、

適切な制度設計が可能となる。バイオ・IT・マテリ

アル分野などの先端科学技術を含めた幅広い領域

を研究対象とし、大規模なデータベースを処理する

ための情報処理技術、統計分析、可視化手法、質問

表調査・聞き取り調査の開発を含めて、より一般

的・包括的な視点からイノベーション・システムの

構造分析の方法論の確立を目指す。産学官連携、技

術の国際標準化・認証、知的財産権の管理、知識・

人材・資金の国際循環など、これからの日本にふさ

わしい企業戦略・公共政策の構想力の形成とその実

行に関わる拠点の構築が期待される。 
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